名古屋市障害者スポーツセンター管理業務の仕様書

　名古屋市障害者スポーツセンター（以下「センター」という。）の管理運営に関する業務の内容及び基準の詳細はこの仕様書による。
以下、名古屋市を甲、指定管理者を乙という。

(目的)
第 1条　本仕様書は、センターの指定管理者に関する協定（以下「協定」という。）の内容及び履行方法等の細則について定めることを目的とする。

(運営の基本方針)
第 1条の 2　センターの運営にあたっては、「障害のある人もない人もお互いに人格と個性を尊重し合いながら共に生きる地域社会」の実現に向け、障害者が様々なスポーツに親しみながら社会参加できるよう、「第 2期名古屋市スポーツ推進計画」(平成30年 2月策定）、「第 3期名古屋市スポーツ推進計画（仮称）」（令和5年 3月策定予定）及び「名古屋市スポーツ戦略」（令和 3年 8月策定）に基づき、障害者スポーツ振興の拠点として、障害者が自主的かつ積極的にその適性及び健康状態に応じて安心してスポーツを行うことができる機会を提供するものとする。併せて、本市では、障害者スポーツの振興を一層推進するため、「実施環境整備」、「理解促進・普及啓発」、「人材育成・確保」、「競技力向上」を施策の柱に掲げており、障害の種類及び程度に応じて心身の健康の保持増進、安全の確保に必要な配慮を行い、健康・体力づくりから競技水準の向上まで幅広いニーズに対応できる専門的かつ高度な知識・技術に基づく質の高いサービスを提供することを基本方針する。
(法令等の遵守)
第 2条　管理業務にあたっては、本仕様書及び特記仕様書のほか、特に次に掲げる法令等を遵守しなければならない。

(1) 地方自治法（昭和22年法律第67号）
(2) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283号）
(3) 身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に関する基準（平成15年厚生労働省令第21号）（以下「省令」という。）
(4) 名古屋市障害者スポーツセンター条例（昭和56年名古屋市条例第17号）（以下「条例」という。）
(5) 名古屋市障害者スポーツセンター条例施行細則（昭和56年名古屋市規則第53号）（以下「施行細則」という。）
(6) 名古屋市情報あんしん条例（平成16年名古屋市条例第41号）
(7) 名古屋市個人情報保護条例（平成17年名古屋市条例第26号）
(8) 名古屋市情報公開条例（平成12年名古屋市条例第65号）
(9) 名古屋市障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解消推進条例（平成30年条例第61号）
(10)愛知県プール条例（昭和36年愛知県条例第 1号）
(11)名古屋市障害者スポーツセンターにおける障害者就労実習支援事業実施要綱

(12)障害者を理由とする差別の解消の推進に関する名古屋市職員対応要領

(13)その他の関係法令（スポーツ基本法、消防法、労働関係法令等）
(管理業務の範囲)
第 3条　管理業務の範囲は、次のとおりとし、前条の法令等のほか関係法令に基づき実施するものとする。

(1) 受付・案内業務

　　受付業務に従事する者は、施設内において利用者が最初に利用する窓口とし
ての重要性を認識して、来館者の応接には、言語・行動に注意し、障害者の特
性に配慮した親切かつ丁寧な対応を行うとともに、次に掲げる業務を行う。

ア　新規利用者の登録（ボランティアの登録を含む）
イ　団体利用、貸切利用及び個人利用の受付業務

ウ　使用料の徴収

エ　利用者に関する利用状況の管理（日報、月報及び年報の作成）
オ　用具等の貸し出し

カ　各種教室、主催大会の申込み受付業務
キ　館内の情報案内
ク　その他利用者への案内業務
(2) センターの事業運営業務
ア　障害者に対する各種スポーツ及びレクリエーション活動の機会の提供
　　  (ア)各種スポーツ教室の開催
　　　　  障害の種別や程度、技術レベルにあった各種スポーツ教室を年間10教室以上開催する。 1教室あたり 1時間から 2時間程度で、 1教室あたり 5回を基本とする。

　　  (イ)種目別練習日の開催
　　　  　教室終了者等を対象に種目別に練習できる機会を設け、専任の指導員による助言・指導を行う。年間25種目程度で、 1回あたり 1時間から 2時間程度で延べ 250回以上開催する。
　　  (ウ)地域スポーツ教室の開催

　　　　  地域における障害者スポーツ活動の場の提供等を目的として、市内の民間スポーツ施設、各スポーツセンター等において年間およそ10教室の各種スポーツ教室を開催する。
　　  (エ)初心者等を対象とした各種講習会などの開催
初心者等を対象に、スポーツの楽しさを体験することを目的とし　　　て、障害者スキー体験会等の各種講習会や野外活動行事、スポーツ用補装具を用いたスポーツ教室などを開催する。
(オ)各種競技会、スポーツイベントへの支援

　　　　センター内で開催される各種競技会やスポーツイベント等への支援及び協力を行う。

　　(カ)各スポーツセンターとの連携
本市の各スポーツセンターの指定管理者が実施する障害者を対象とするスポーツ教室への支援及び協力を行う。
イ　障害者のスポーツ指導、助言及び相談

　　(ア)利用者へのスポーツ指導の実施

　　　  体育室、プール、トレーニング室、卓球室及びサウンドテーブルテニス室に専任の指導員各 1名以上（プールは 2名以上）を配置し、個人利用者の希望に応じてそれぞれのスポーツについての助言及び指導を行う。

　　(イ)障害者スポーツ医事相談
スポーツを通じた機能維持・強化及び健康増進を目的に、理学療法士等による健康相談などを月 1回以上実施すること。

　　(ウ)スポーツ用具相談

　　　  利用者の障害に合わせたスポーツ用具の相談、助言及び情報提供を行うほか、必要に応じてセンター内の備品や設備の改善を行う。

　　(エ)各種相談の実施

　　　   利用者からのスポーツに関する各種相談に応ずるとともに、特に初めての利用者については障害の程度や健康状態等を把握し、適切なアドバイス等を行う。
ウ　障害者のスポーツの振興を担う人材の育成

　　(ア)名古屋市障がい者スポーツ指導員養成講習会の実施

　　　　障がい者スポーツ指導員を養成するための養成講習会を実施する。
(イ)各スポーツセンターとの連携
　　　　  本市の各スポーツセンターの指定管理者職員に対して、障がい者スポーツ指導員資格取得に向けた講習会を計画的に実施する。
　　(ウ)ボランティアの登録及び活動支援

　　　　センターでのボランティア活動を希望する者の登録を行い、センターの事業運営への協力など、ボランティア活動の機会を提供するとともに、楽しみながら活動を続けていただけるよう支援する。
　　(エ)支援体制の構築に向けた取組み
スポーツフォーラムの開催や学生インターンの受け入れ等、障害者スポーツを支援する人材を育成し、支援体制を構築する。また、本市及び名古屋市障がい者スポーツ指導者協議会と連携して、障がい者スポーツ指導員の活動の機会の提供を行う。

エ　障害者のスポーツに関する普及啓発
　  (ア)パンフレット及び広報誌の発行等
　　　　施設パンフレットを作成するとともに、機関紙を年 4回以上定期的に発行し、利用者を始め、各区社会福祉事務所、障害者団体、関係機関に配布するなど、施設のＰＲに努める。また、利用者のニーズに応じて点　　　　字版及び音声版を作成する。
　　(イ)障害者スポーツセンターのホームページの作成、更新及び維持
　　　　  ホームページを開設し、施設の紹介、スポーツ教室・練習日の日程、年間行事予定、利用案内、交通手段等の情報を提供する。また、障害者スポーツを広く市民に周知するため、イベントや大会等の市内の障害者スポーツに関する情報を提供する。さらに、障害者が身近なスポーツ施設をより利用しやすくするため、各スポーツセンター等と連携し、その利用方法や支援内容等を情報提供することについて検討する。加えて、障害者スポーツのＰＲ動画や競技者のインタビュー動画等、障害者スポーツ振興に関するコンテンツをホームページで定期的に配信する。なお、ホームページ等の作成にあたっては音声ブラウザでの読み上げを可能とするなど視覚障害者等に配慮したものとすること。
　　(ウ)気軽に身近な場所でスポーツに親しむことができる環境整備
　　　  「障害のある方向け名古屋市内スポーツセンター利用ガイド」を必要に応じ更新する等、障害者が気軽に身近な場所でスポーツに親しむことができる環境を整備する。
　　(エ)見学者の受入

　　　  随時、見学者の受入を行う。
　　(オ)小中学校に対する障害者スポーツの普及啓発
　　　    障害の有無に関わらず、広く障害者スポーツへの理解を促し、その普及と啓発を図るため、市内小中学校への体験出前授業の実施といった障害者スポーツ体験会等を実施する。
　　(カ)オンラインによる取組み等の検討
時間や場所の制約が少ないオンラインによる取組みや、障害の有無に関
わらず取り組むことができるｅスポーツの良さの活用について、本市と協力して調査、研究を行い、障害者スポーツの振興について検討する。
オ　競技力向上に向けた取組み
(ア)選手等の育成に向けた支援
競技レベルの向上に繋がるように、大規模大会等で活躍するような選手
の育成に向けた各種支援を行う。
(イ)競技スポーツの裾野の拡大
競技者の習熟度に合わせた教室や練習日の実施などの取組みにより競技スポーツの裾野の拡大を図るように努める。
(ウ)名古屋市障害者スポーツ大会の開催等
名古屋市障害者スポーツ大会の開催、全国障害者スポーツ大会名古屋市選手団の派遣及び全国障害者スポーツ大会北信越・東海ブロック地区予選会等について、別表 1「名古屋市障害者スポーツ大会の開催等について」に掲げる業務を行うものとする。
カ　地域やボランティア、関係団体との交流
　  (ア)各種行事の企画及び運営
　　　  障害者への理解を深めるため、利用者や地域の方との交流を目的とした行事を企画運営する。

　  (イ)地域行事への参加及び協力
　 　　 地域の行事への参加要請がある場合は可能な限り参加及び協力を行う。
　 キ　名古屋市障害者スポーツ協会に関する業務
乙は名古屋市障害者スポーツ協会として事務局をセンター内に置き、次に掲げる業務を行う。
(ア)(公財)日本パラスポーツ協会との連絡及び連携
　　(イ)障害者スポーツ団体との情報交換及び交流
　　(ウ)各種競技団体との連絡調整
　　(エ)競技力向上に向けた障害者スポーツに関する情報発信
ク　名古屋市障害者スポーツクラブに関する業務

　　(ア)障害者スポーツクラブの登録

　　(イ)障害者スポーツクラブ活動の支援及び育成

　　(ウ)障害者スポーツクラブ代表者会議及び連絡協議会の開催
　 ケ　名古屋市障がい者スポーツ指導者協議会に関する事務
名古屋市障がい者スポーツ指導者協議会の事務局をセンター内に置き、事務局業務を行う。
コ　名古屋市障害者スポーツセンター運営審議会に関する事務
　　(ア)運営審議会にかかる資料の作成
　　(イ)運営審議会の開催にかかる連絡調整
　サ　視覚障害者ワードプロセッサー利用に関する事務
　　(ア)視覚障害者ワードプロセッサー利用にかかる申込の受付
　　(イ)視覚障害者ワードプロセッサーの維持管理
　  (ウ)利用者台帳の整備及び実績報告書の作成
シ　その他の事務及び甲が指示する事業
(3) 施設使用許可に係る事務
(4) センターの使用料に関すること。
ア　使用料について
　施設の使用料は無料とする。ただし、施行細則第 4条で定める者（以下「障害者」という。）以外の者及び愛知県の区域外に住所を有する障害者が施設

　　を使用する場合の使用料は、条例別表に定める額の範囲内において施行細則　
　　で定める額とする。
　イ　使用料の徴収事務について
名古屋市会計規則（昭和39年名古屋市規則第 5号）第52条第 2項から第 4項までに定める手続きにより、徴収事務を処理するものとする。ただし、第 3項に規定する払込期限が、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日、金融機関の休業日又は施行細則第 2条に規定する休館日（以下「休日等」という。）にあたるときは、その直後の休日等でない日を払込期限とする。

(5) センターの維持管理及び修繕に関すること。
　ア　施設の保守管理（原形を変ずる修繕及び模様替又は 1件 250万円（消費税
等込）を超える修繕を除く。）
(ア)管理する施設の範囲は、センターの土地、建物及びその附属設備並びに工作物とする。
(イ)施設の良好な保守管理に努めることにより、利用者の用に供することとする。

(ウ)建物の保守管理に当たっては、施設の構造及び建築材その他の箇所について、剥離、損耗又は滅失等により機能及び安全性等を損なうことがないよう日常的に点検を行うとともに、これらのことが確認された場合は速やかに安全確保及び修繕を行うこととする。

(エ)設備等の保守管理に当たっては、日常点検、法定点検及び定期点検等　　　　を行い、その性能を維持することとする。

(オ)施設の保守管理のため必要な業務は別表 2「施設設備保守管理点検等業務」のとおりとする。これらの業務に付随して必要となる補修についても、原則として乙の負担にて実施するものとする。
　イ　施設の環境維持管理
(ア)施設を常に清潔で快適な状態に保つため、清掃、換気及び室温管　　　　理等を適切に行うこと。また、トイレ内にトイレットペーパー、生理用品等の消耗品を必要に応じて設置する等、安心・快適な運営を行うこと。
(イ)廃棄物の排出量を極力少なくするよう、資源の再利用やリサイクル　　　　に努めるとともに、利用者にはごみの持ち帰りについて協力を求め又は指導すること。また、管理上発生した廃棄物は分別を徹底し、処分業者に適切に回収させること。

(ウ)アレルギーの原因物質となる揮発性有機化合物等の使用については十分に配慮すること。

(エ)建物内全面禁煙とする。なお、敷地内については、受動喫煙による悪影響を考慮して、健康増進法（平成14年法律第 103号）及び市の指針を踏まえた対応を行うこと。
　ウ　会計管理
　エ　安全管理

　  (ア)防災訓練の実施等

　　　　消防法（昭和23年法律第 186号）の規定に基づき、防火管理者の選任・　　　　届出、消防計画の策定・届出、消火・通報及び避難にかかる訓練、消防　　　　設備の点検整備、その他防火管理上必要な業務を行う。避難訓練等の実　　　　施にあたっては、利用者の障害特性に十分配慮して実施する。また、防　　　　火管理者は施設長とし、施設長の職にある者が消防法施行令（昭和36年　　　　政令第37号）第 3条に定める防火管理者の資格要件に該当しない場合は、　　　　速やかに防火管理講習を受講するなどにより資格要件を満たすよう努め　　　　る。

　  (イ)救急救命研修及びＡＥＤ使用研修の実施

　　　　  職員を対象に、障害者の特性を踏まえた救急救命研修及びＡＥＤ（自　　　　動体外式除細動器）使用研修を各年 1回以上実施する。

　  (ウ)事故・災害等への対応
防災・災害対応マニュアル及び事故対応マニュアルをあらかじめ作成　　　　し、甲に提出するとともに、職員への周知徹底、必要な研修等を実施す　　　　る。また、主な利用者が障害者であることに配慮し、甲や警察署、消防　　　　署、医療機関等の関係機関との情報交換を密にし、常日頃から連絡・協　　　　力体制を構築するとともに、施設・設備等の日常的な点検を徹底し、危　　　　険箇所の把握を行う。
　　　　  災害の発生又は発生の恐れがある場合には、施設の供用時間内外に関わらず、別紙「災害応急対策実施にかかる基準」に基づき、迅速に従事員体制（非常配備体制）を確立する。また、災害の影響を早期に除去すべく適切な処置を行い、発生する損害、損失及び増加費用を最小限に努めるとともに、状況把握に努め、警察署、消防署、医療機関等の関係機関や地域団体等とも協力して対応にあたるものとする。そして、甲が名古屋市地域防災計画に基づいて行う災害応急活動等に乙は協力するものとする。
(エ)震災対策等
　　　　器具等の転倒防止策及び窓ガラスの飛散防止対策などの震災対策を行　　　うほか、災害発生時に必要とする災害用非常食の備蓄を行う。

　オ　情報管理

　  (ア)情報の保護

　  (イ)情報の公開

　カ　苦情処理（第三者委員等の設置を含む。）
(6) 社会福祉法人名古屋市身体障害者福祉連合会が行う障害者スポーツセンター送迎バス「サンサン号」の運行に関する協力・連携

(7) 「名古屋市障害者スポーツセンターにおける障害者就労実習支援事業実施要
　　綱」に基づく事業の実施
就労実習実施事業者の状況等により本事業の実施が困難な場合にあっては、 2階ラウンジの有効活用について甲乙協議して実施するものとする。
(8) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための対応業務
　　「社会体育施設の再開に向けた感染拡大予防ガイドライン（スポーツ庁）」、「スポーツイベント再開に向けた感染拡大予防ガイドライン（(公財)日本スポーツ協会、(公財)日本パラスポーツ協会）」及び「愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針（愛知県）」等を踏まえ、人と人との距離の確保、消毒の実施など感染拡大防止対策について適切な対応を行うものとする。
(9) その他管理運営に必要な業務
2 　前項の範囲には、次に掲げるものを含むものとする。
(1) 管理業務に係る職員の配置、研修及び備品の整備に関すること。
(2) 管理業務に係る経費の執行に関すること。
(3) 社会福祉事務所との連絡、調整に関すること。

3 　管理業務に関する費用は、甲が負担する旨の記述があるもの以外は、乙が甲からの指定管理料その他の収入から負担するものとする。

(管理業務の執行)
第 4条　乙は、管理業務の執行に当たっては、利用者一人ひとりの障害特性への十分な配慮のもと、関係法令等を遵守し、設置の目的達成のため、誠実かつ効果的にこれを実施しなければならない。
2　 甲は、乙に対して、管理業務の執行について必要な指示をすることができる。

(再委託の禁止)
第 5条　乙は、管理業務の全部又は主たる部分を第三者に再委託してはならない。ただし、次に掲げる業務についてはこの限りではない。
(1) 建物等の清掃、警備その他の保全・維持に必要な業務
(2) 建物設備等の運転保守及び点検業務
(3) その他甲が認めた業務

(期間)
第 6条　乙の指定期間は、令和 5年 4月 1日から令和10年 3月31日までとする。

(職員の配置)
第 7条　乙は、管理業務を行うため、別表 3「職員配置の基準」に基づき職員配置を行うものとする。ただし、やむを得ない理由によりこれにより難い場合は、甲と協議し、承認を得るものとする。
(開館時間)
第 8条　センターの開館時間は、午前 9時30分から午後 8時30分までとする。
2　 乙は、条例第13条第 3項の規定により、甲との協議により、前項に定める開館時間以外の時間帯に開館することができる。
(休館日)
第 9条　センターの休館日は水曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号)に規定する休日（以下「休日」という。）の翌日、1月 1日から同月 3日まで及び12月29日から同月31日までとする。
2 　甲は特に必要があると認めたときは、前項の規定にかかわらず、臨時に、休館日に開館し、又は休館日以外の日に休館することができる。

3 　乙は、条例第13条第 3項の規定により、甲との協議により、第 1項に定める開館日以外に開館することができる。
(経費の積算)
第10条　経費の積算については、別記「経費の積算基準」を参考にして行うもの
　とする。

(経理の方法)
第11条　管理業務に関する一切の収入（ただし、使用料を除く。）を歳入とし、一切の支出を歳出とする予算を編成し、これによって経理を行わなければならない。その際の経理については、乙の経理規程に従い適切に行わなければならない。

(指定管理料)
第12条　甲は、乙の管理業務の執行に対して、指定管理料を支払うものとし、指　定管理料は、当該施設の人件費その他管理業務の実施に要する経費に充当する　ものであって、その目的以外に使用してはならない。
(指定管理料の支払方法)　

第13条　指定管理料の支払いは、月ごとに行うものとする。甲は、乙の適法なる　請求書受理後30日以内に、口座振替により支払うものとする。
2 　乙が、名古屋市会計規則（昭和39年名古屋市規則第 5号）第64条に規定する定期支払申込書を提出した場合は、前項の規定に関わらず、乙は請求書の提出を要しないものとする。
3 　指定管理料のうち、修繕費及び全国障害者スポーツ大会への派遣経費につい　ては、概算払いとする。
(事業費の精算)　
第14条　乙は、前条第 3項に定める指定管理料については、毎年度終了後 5日以内に支出の内訳を明らかにした精算書を甲に提出し、その承認を得なければならない。
2 　年度途中で、指定が取り消された場合は、その取り消された日から 5日以内　に支出の内訳を明らかにした精算書を甲に提出し、その承認を得なければなら　ない。
3 　乙は、概算払いを受けた額に精算残金があるときは、第 1項及び前項による　承認後速やかにこれを甲に返納しなければならない。

(指定管理料に含まれない経費)
第15条　次に掲げる経費については、原則として、甲は指定管理料として乙に支　払わずに、必要に応じ予算化した上で直接執行するものとする。

(1) 施設の大規模修繕費

　　ア　原形を変ずる修繕及び模様替
　 　イ　 1件 250万円（消費税等込）を超える修繕
(2) 「名古屋市障害者スポーツセンターにおける障害者就労実習支援事業実施要綱」に基づく事業の実施に要する経費
(3) ＡＥＤ（自動体外式除細動器）賃借料

(4) その他甲乙協議で定める事項

(備品の貸与)
第16条　甲は、乙に管理業務の遂行に必要な備品（名古屋市会計規則（昭和39年名古屋市規則第 5号）第 132条第 1項第 1号に定める単価 2万円以上の物品（図書にあっては単価 5,000円以上のもの）をいう。）を貸与する場合には、これを無償とする。
2 　乙は、甲から前項の備品の引渡しを受けたときは、速やかに甲に預かり証を　提出しなければならない。
3 　第 1項の備品の管理については、協定において定める「貸付備品の管理に関　する事務取扱要領」に基づき行うものとする。

(備品の帰属)
第17条　乙が指定管理料で購入した備品は、甲に帰属するものとする。また、乙　が前条の貸与備品を更新する場合についても、原則として同様に取り扱うもの　とする。それ以外の場合は、その帰属について必要に応じ甲と協議するものとする。
2 　前項の備品の管理については、協定において定める「貸付備品の管理に関する事務取扱要領」に基づき行うものとする。

(財産の維持管理)
第18条　乙は、施設の建物及び備品等、管理業務において使用する甲の所有に属　する財産を善良な管理者の注意をもって維持管理する義務を負い、その設置目　的以外の目的に使用してはならない。
2 　乙は、施設及び設備が使用に耐えない場合又は損傷した場合、直ちに甲に報　告し、甲の指示を受けなければならない。

3 　前項の場合で、乙の原因により発生し、重大かつ明白な過失があると認めら　れる場合は、甲の指示により、その損害の全部又は一部について賠償しなければならない。

(安全管理)
第19条　乙には、事故の要因となる施設内の環境や利用者の状況を的確に把握し、　それらの危険を速やかに除去するものとする。また、事故や災害が発生した場　合には、適切な救急処置や安全措置ができるよう必要な体制を確立し、利用者　の安全確保を図らなければならない。

(情報の保護)
第20条　乙は、情報の保護について、名古屋市情報あんしん条例及び名古屋市個　人情報保護条例を遵守するよう職員に周知徹底を図るものとする。

(個人情報等の取扱い)
第21条　乙は、管理業務を行うに当たって取得する情報（以下「取得情報」とい　う。）の取扱いについては、協定において定める「公の施設の管理に当たっての　情報取扱注意事項」を遵守するとともに、取得情報の取扱いに関する規程を設　けなければならない。規程を設ける際又は規程を改正する際には、甲と協議し　なければならない。
2 　乙は、管理業務を行うに当たり個人情報を取り扱う場合においては、協定に　おいて定める「指定管理者による公の施設の管理における個人情報取扱注意事　項」を遵守するとともに、個人情報保護のための規程を設けなければならない。　規程を設ける際又は規程を改正する際には、甲と協議しなければならない。

(情報の公開)
第22条　乙は、管理業務に関する情報公開を行うため、情報公開に関する規程を　設ける等必要な措置を講じなければならない。必要な措置の内容については、　甲と協議するものとする。
(暴力団関係事業者の排除)
第23条　甲は、愛知県警察本部から「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事　業者の排除に関する合意書」（平成20年 1月28日付名古屋市長等、愛知県警察本　部長締結）に基づいた乙の排除要請があった場合には、原則として指定を取り消すものとする。
(妨害又は不当要求に対する届出義務)
第24条　乙は、管理業務の実施にあたり、暴力団又は暴力団員等からの妨害（不　法な行為等で乙の業務履行の障害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給　付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれ　を要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認　められないものをいう。）を受けた場合は、遅滞なく甲へ報告し、警察へ被害届　を提出しなければならない。

(暴力団の施設利用における措置)
第25条　名古屋市暴力団排除条例（平成24年 4月 1日施行）に基づく「名古屋市　暴力団排除条例に係る事務処理マニュアル（指定管理者用）」により、暴力団の　利益に認められるとの疑義がある場合は、甲の所管課を通じ、利益になる利用　であるかどうかを愛知県警察本部長に対し照会するものとし、その結果、利益

　になる利用であるとの回答又は通報があった場合には、原則として乙において、

　利用の不許可処分を行うものとする。

(苦情処理)
第26条　乙は、利用者からの苦情の解決のため、苦情処理に関する実施要領等を　定め、これに基づいて、迅速かつ適切な対応に努めなければならない。また、　苦情解決への助言等を得るため、第三者委員を置かなければならない。
(事業の執行状況の報告)
第27条　乙は、毎月の事業の執行状況を翌月10日までに甲に報告しなければな　らない。

2　甲は、事業の執行状況について、随時、必要な報告を乙に求めることができる。

(事業報告書の提出)
第28条　乙は、毎年度 5月31日までに、施行細則第20条に定める前年度の事業報告書を甲に提出しなければならない。なお、事業報告書は非公開情報を除き、　公表の対象となる。

(事業計画書等の提出)
第29条　乙は、次年度の運営方針及び事業計画書並びに収支予算書を甲が指定す　る期日までに提出しなければならない。なお、作成にあたっては甲と調整を図　るものとする。

(報告義務)
第30条　乙は、次の場合には、随時甲に報告しなければならない。

(1) 施設において事故が生じた場合

(2) 施設又は物品が滅失、又は毀損した場合

(3) 指定管理者の定款等に変更があった場合

(4) 人員の配置、勤務形態等の変更があった場合

(5) 施設長や職員の変更があった場合

(6) 事業計画の重要な部分を変更する場合
(7) その他甲の指示する事項
(諸規程及び帳簿の整備)
第31条　乙は、管理業務を行うに当たり、就業規則、経理規程等必要な諸規程を　整備し、これに基づいた適切な運用を行うとともに、省令その他の施行通知に　基づき、施設運営に必要な帳簿を整備しなければならない。

(書類の保存)
第32条　乙は、指定管理に係る経理関係書類について指定期間終了後 5年間保存しなければならない。

(職員の研修)
第33条　乙は、職員の資質向上を図るため、職員に対し必要な研修を行わなければならない。

2 　乙は、自ら主催する研修以外に、他の機関が実施する研修に職員を参加させ　ることができる。

3 　乙は、甲より甲の主催する研修に対し、職員の参加を求められた場合は、特別な理由がない限り、これに参加させなければならない。

(満足度調査の実施)
第34条　乙は、利用者アンケート等による満足度調査その他適切な方法により、　管理運営の改善点を把握し、以後の管理運営に反映するよう努めなければなら　ない。

2 　乙は、前項に規定する調査の実施状況及び結果を甲に報告しなければならな　い。

(障害者雇用促進企業等の活用)
第35条　乙は、管理業務にあたり、業務を委託して実施する場合や、必要な物品　の購入にあたっては、特別な理由がない限り、障害者雇用促進企業、地元中小企業、ＩＳＯ取得事業者、障害福祉サービス事業所、シルバー人材センター又は母子・父子福祉団体等の活用について配慮するものとする。

(近隣地域との良好な関係)
第36条　乙は、普段より近隣地域との良好な関係を築くよう努めなければならな　い。

いょうのいぎ。大会東海・北信越ブロック地区予選会実施等事業
































































































(保険)
第37条　乙は、管理業務における自らの責任分担に対応し、必要な保険等に加入　するものとする。

(次期指定管理者募集への協力)
第38条　甲は、次期指定管理者募集に際して、施設における説明会等を行い、応　募団体からの質問事項等について乙に確認する等の事務を行うが、乙は、これ　に協力しなければならない。

(引継ぎ)
第39条　乙は、次期指定期間の指定管理者が交代することとなった場合には必要な業務の引継を行わなければならない。

(検査等)
第40条　甲は管理業務の適正な執行を期するため、必要があるときは、帳簿書類　その他の物件を検査し、又は運営管理について実地に調査をすることができる　ものとし、乙はこれを拒むことができない。

(権利義務の譲渡の禁止)
第41条　乙は、指定によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承　継させ、又はその権利を担保に供することができない。

(指定の取り消し)
第42条　甲は、次のいずれかに該当する場合は、指定を取り消すことができる。
(1) 乙が、別に取り交わす協定に違反した場合
(2) 正当な理由がないのに協定を履行しないとき、又は協定期間内に履行の見　込みがない場合
(3) 協定の締結又は履行について不正の行為があった場合
(4) 指定管理者として必要な資格を欠いた場合
(5) 乙から協定解除の申し出があり、その事由を正当と認めた場合
(6) 甲が指定する必要がなくなった場合
(7) その他甲の正当な指示に従わない場合
2  甲は、前項（第 5号及び第 6号を除く。)の規定によって協定を取り消す場合、乙に対してあらかじめ書面によりその理由を示すとともに、弁明の機会を付与しなければならない。
3　第 1項（第 5号及び第 6号を除く。）の規定によって甲がこの協定を解除し　た場合、乙は、当年度の委託料の 100分の10に相当する額を違約金として納付しなければならない。

4  第 1項（第 5号及び第 6号を除く。）の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、乙に損　害・損失や増加費用が生じても、甲はその賠償の責めを負わない。

5  第 1項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、甲の被った損害・損失や費用については、乙はその賠償をしなければならない。

6  第 1項の規定により年度途中で指定を取り消した場合、乙は、当該年度の指定管理料について、月額で積算し、精算するものとし、その取り消された日から 5日以内に支出の内訳を明らかにした精算書を甲に提出し、その承認を得なければならない。
7  乙は、前項の場合に精算残金があるときは、前項の承認後速やかにこれを甲　に返納しなければならない。

(指定期間開始前の指定の取消し)
第43条　乙が、指定を受けた後、乙の事情により指定期間開始までに施設の管理　ができなくなった場合についても、前条（第 2項、第 6項及び第 7項を除く。）の規定を準用する。

(仕様書の改定)
第44条　協定の履行期間中にやむを得ない事情によって本仕様書の内容変更の必　要が生じた場合は、必要に応じて甲乙協議のうえ定めるものとする。
(疑義の決定)
第45条　この仕様書に定めのない事項及びこの仕様書に疑義の生じた事項は、甲　乙が協議のうえで決定する。

2 　前項の協議が整わないときは、乙は、甲の指示に従うものとする。
別表 1
名古屋市障害者スポーツ大会の開催等について
	1 　名古屋市障害者スポーツ大会の開催

	名古屋市障害者スポーツ大会の開催にあたっては、別に定める「名古屋市障害者スポーツ大会実施要綱」に基づき実施することとし、主催者団体との協力のもと、次の業務を行うこととする。

	①　主催者会議の開催に関する事務

②　参加申込書等の作成及び配布

③　申込の受付及び大会プログラムの作成

④　会場の設営

⑤　大会の運営（開会式等の式典を含む）
⑥　表彰及び記録証の作成、送付

⑦　その他大会の実施に関する事項いょうのいぎ。大会東海・北信越ブロック地区予選会実施等事業

































































































	2 　全国障害者スポーツ大会名古屋市選手団の派遣

	全国障害者スポーツ大会名古屋市選手団の派遣にあたっては、「全国障害者スポーツ大会開催基準要綱」及び「全国障害者スポーツ大会開催基準要綱細目」に基づき実施することとし、次の業務を行うこととする。

	①　選手選考会の開催
②　選手を対象とした強化練習の実施

③　全国障害者スポーツ大会実行委員会本部との連絡及び調整

④　選手団への連絡及び調整

⑤　選手団の輸送及び宿泊に関する事項

⑥　結団式の実施

⑦　その他選手団の派遣に関する事項いょうのいぎ。大会東海・北信越ブロック地区予選会実施等事業

































































































	3 　全国障害者スポーツ大会北信越・東海ブロック地区予選会実施等事業

	全国障害者スポーツ大会北信越・東海ブロック地区予選会等の実施にあたっては、次の業務を行うこととする。

	①　予選会の調整及び開催(他団体が開催する場合を除く)
②　選手強化費の支援

③　選手団の輸送及び宿泊に関する事項

④　その他選手団の派遣に関する事項いょうのいぎ。大会東海・北信越ブロック地区予選会実施等事業


































































































施設設備保守管理点検等業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別表 2
	項　目
	必要管理項目
	頻度(休館日を除く)

	空調・衛生設備保守点検


	日常保守管理
	毎日

	
	定期点検
	年 4回以上

	ばい煙測定
	定期点検
	年 1回以上

	簡易専用水道検査
	定期点検
	年 1回以上

	プール水質検査
	日常保守管理
	毎日

	
	定期点検
	月 1回以上

	消防用設備等保守点検
	定期点検
	年 2回以上

	自家用電気工作物保守点検
	定期点検
	月 1回以上

	廃棄物収集運搬処分
	日常保守管理
	随時

	エレベータ保守管理点検
	日常保守管理
	毎日

	
	定期点検
	月 1回以上

	遠隔地集中監視装置保守点検
	日常保守管理
	毎日

	
	定期点検
	年 1回以上

	日常清掃
	日常保守管理
	毎日

	プール清掃
	定期実施
	年 4回以上

	体育室清掃
	定期実施
	年 2回以上

	ガラス清掃
	定期実施
	年 1回以上

	床ワックス清掃
	定期実施
	年 4回以上

	トレーニング機器保守点検
	日常保守管理
	毎日

	
	定期点検
	年 1回以上

	建築設備定期点検報告

(注)
	建築設備定期点検
	年 1回

	
	敷地及び構造点検
	3年に 1回

	防火戸設備保守点検


	日常保守管理
	毎日

	
	定期点検
	年 1回以上

	樹木剪定
	日常保守管理
	随時

	
	定期実施
	年 1回以上

	害虫駆除
	日常保守管理
	随時

	
	定期実施
	年 1回以上

	その他施設維持管理に必要な業務
	日常保守管理
	必要に応じ随時


注：「市設建築物の定期点検指針(名古屋市住宅都市局営繕部企画保全課)」に基づき

　　実施するものとし、結果を市へ報告すること。
別表 3
職員配置の基準
	職　種
	人　　　　数

	施設長

指導員
看護師

精神保健福祉士
事務員等
	　　　　　　　　　　　1名

　　　　　　　　　　 18名以上
　　　　　　　　　　　2名以上
　　　　　　　　　　　1名以上

　　　　　　管理運営に必要とする数


1．職員の勤務体制は、利用者の安全確保、サービスの質の確保等に留意して、

 施設運営に即した体制を確保する。

2．職員は常勤職員又は非常勤職員を配置するものとし、常勤職員は法人の就業規則に基づく正規雇用職員とする。

3．非常勤職員は、1週間35時間の勤務を 1名と換算する。ただし、換算できる職員は、週あたりの正規の勤務時間が20時間以上39時間以内の職員で、換算時間は 1人について39時間を限度とする。

4．施設長は、常勤職員と同じ勤務時間数の専任職員とする。

5．指導員は、原則として学校教育法に基づく大学、短期大学、専修学校で保健・体育関係の専門課程を修了した者又は障害者スポーツ指導に従事した経験を有する者など、障害者スポーツ指導業務を適正に行うことができる者とする。また、常勤職員10名以上を配置し、うち、 4名以上は(公財)日本パラスポーツ協会公認の障がい者スポーツ指導員又は障がい者スポーツコーチの資格を有する者（資格取得見込みを含む）とする。なお、取得見込み者を配置する場合にあたっては、指定期間の開始後 1年以内に資格を取得させるものとする。
経費の積算基準
1　委託料の積算期間について

令和 5年 4月 1日から令和10年 3月31日までの期間に係る事業実施に必要経費を委託料として積算すること。

2  委託料の内訳について

　　委託料は、人件費、管理費（事務費)、事業費で区分して積算すること。

3  人件費について

　　乙が定める給与規程に基づき必要な経費を積算すること。

4  管理費について

　(1) 施設維持管理に必要な経費を積算すること。

　(2) 修繕費の範囲

　　　ア　修繕費に含まれるもの

　　　　土地、建物等の不動産及びその従物に係る新築、修繕、除去等の請負代

　　　　金（家屋等の小修繕を含む。）
　　　イ　修繕費から除外されるもの

　　　(ア)鋼材、木材（小杭、丸太等）、樹木、土砂等の購入代金

　　　(イ)工事用支給材料、施設・備品等の新規制作用材料

　　　(ウ)物品（備品及び消耗品)の修理代金

　　　(エ)ブラインド、網戸等の施設部品及び備品の取替用部分品購入代金

5　事業費について

　(1) 第 3条第 1項各号で定める事業の実施に必要な経費を積算すること。
　(2) 全国障害者スポーツ大会への派遣経費については次のとおりとする。

	年度
	開催地
	人数
	派遣経費

	令和5
	鹿児島県
	114(48)
	24,400千円

	令和6
	佐賀県
	114(48)
	23,305千円

	令和7
	滋賀県
	114(48)
	16,700千円

	令和8
	青森県
	114(48)
	23,000千円

	令和9
	宮崎県
	114(48)
	21,920千円


　(参考)
	年度
	開催地
	人数
	派遣経費

	平成30
	福井県
	76(22)
	11,300千円


　　注 カッコ内は団体競技人数を再掲
　　
6　経費の積算様式について

　　収支予算書によることとし、人件費の積算内訳等も含めて様式第 5-1から様式第 5-5を用いて作成すること。
障害者差別解消に関する特記仕様書
　(対応要領に沿った対応)
第 1条　この契約による事務事業の実施（以下「本件業務」という。）の委託を受けた者（以下「受託者」という。）は、本件業務を履行するに当たり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号。以下「法」という。）及び愛知県障害者差別解消推進条例（平成27年愛知県条例第56号）、及び名古屋市障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解消推進条例（平成30年名古屋市条例第61号）に定めるもののほか、障害を理由とする差別の解消の推進に関する名古屋市職員対応要領（平成28年 1月策定。以下「対応要領」という。）に準じて、不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障害者に対する適切な対応を行うものとする。
 2 　前項に規定する適切な対応を行うに当たっては、対応要領にて示されている障害種別の特性について十分に留意するものとする。
3　 受託者は、本件業務を第三者に委託する場合は、障害者に対する適切な対応に関し、この契約において受託者が課せられている事項と同一の事項を当該第三者に遵守させなければならない。
　(対応指針に沿った対応)
第 2条　前条に定めるもののほか、受託者は、本件業務を履行するに当たり、本件業務に係る対応指針（法第11条の規定により主務大臣が定める指針をいう。）に則り、障害者に対して適切な対応を行うよう努めなければならない。
(別記)
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